別紙５－１
（事業者整備型）

令和　　年　　月　　日
    東京都知事　殿
　　
                                                　　　　事務所の所在地        
                                                　　　　法人名               
                                                　　　　代表者名    　　　　　　　　　　　印

介護専用型有料老人ホームの運営に関する報告書

東京都の補助を受けて開設した介護専用型有料老人ホームの令和　　年７月１日時点における運営状況について、下記のとおり報告します。

記

１　施設の概要
（１）施設の名称

（２）施設の所在地

（３）入居定員　　　　　　　　　　人

（４）開設年月日　　　　　年　　月　　日
２　設置及び運営上の条件適合状況

（１）入居者の要介護度

	入居者数
	要介護度

	
	1
	2
	3
	4
	5
	その他
	3以上
	平均

	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	


（注）平均要介護度は、小数点第２位以下を切り捨てること。

（２）補助金なしの場合に比べて安い家賃・前払金の設定となっていること。
	ア　家賃相当額（月間）
	円

	イ　入居前払金等
	円
償却期間　　　年

	ウ　前年からの変更の有無
	有　・　無

	エ　補助協議時の家賃相当額（月間）
	円

	オ　補助協議時の入居前払金等
	円

償却期間　　　年


（３）東京都有料老人ホーム設置運営指導指針の遵守
	（実施状況）


３　適合しない事項がある場合の改善計画

	適合しない項目
	改善方法
	達成予定時期

	
	
	


４　添付書類
（１）土地の登記事項証明書（３か月以内のもの）

（２）建物の登記事項証明書（３か月以内のもの）
別紙５－１

（事業者整備型）

令和○○年○月○○日
    東京都知事　殿
　　
                                                　事務所の所在地  東京都新宿区西新宿二丁目８番１号
                                                　　　　法人名    ○○○○
                                                　　　　代表者名   （役職）○○　○○　　　印


介護専用型有料老人ホームの運営に関する報告書

東京都の補助を受けて開設した介護専用型有料老人ホームの令和○○年７月１日時点における運営状況について、下記のとおり報告します。


記

１　施設の概要
（１）施設の名称　　　　○○

（２）施設の所在地　　　新宿区○町○丁目○番地

（３）入居定員　　　　　○人

（４）開設年月日　　　　○○年○月○日

２　設置及び運営上の条件適合状況

（１）入居者の要介護度

	入居者数
	要介護度

	
	1
	2
	3
	4
	5
	その他
	3以上
	平均

	４８人
	５人
	１０人
	１４人
	１２人
	６人
	１人
	３２人
	３．０２


（注）平均要介護度は、小数点第２位以下を切り捨てること。

（２）補助金なしの場合に比べて安い家賃・前払金の設定となっていること。
	ア　家賃相当額（月間）
	100,000円

	イ　入居前払金等
	3,000,000円

償却期間　　5年

	ウ　前年からの変更の有無
	有　・　無

	エ　補助協議時の家賃相当額（月間）
	100,000円

	オ　補助協議時の入居前払金等
	3,000,000円

償却期間　　5年


（３）東京都有料老人ホーム設置運営指導指針の遵守
	（実施状況）

・全て適合している。

・○○年○○月改正の○○部分については、一部満たしていない箇所あり。


３　適合しない事項がある場合の改善計画

	適合しない項目
	改善方法
	達成予定時期

	○○の○○
	○○が準備でき次第、○○により○○する。
	○○年○○月


４　添付書類

（１）土地の登記事項証明書（３か月以内のもの）

（２）建物の登記事項証明書（３か月以内のもの）

（記載例）





実印を使用





計算方法


介１×５＝５


介２×１０＝２０


介３×１４＝４２


介４×１２＝４８


介５×６＝３０


その他(０)×１＝０


合計１４８÷４８


＝３．０２０８３･･･


→３．０２





「その他」


①要介護状態だった入居者で状態が改善した者


②入居者である要介護者（①の者を含む）の3親等以内の親族


③特別の事情により入居者である要介護者と同居させることが必要であると都道府県知事等が認める者








変更する場合は必ず事前に協議すること








